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 本委員会は、申し出た調査案件について調査を終了したので、その結果を次のとお

り、会議規則第７７条の規定により報告する。 

 

記 

１．調査目的 

 地域防災と防災拠点について 

 

２．調査の日程    

令和５年 ６月 ８日 第 １ 回委員会 調査項目の選定 

同  ６月２９日 第 ２ 回委員会 調査（情報収集） 

同  ７月２５日 第 ３ 回委員会 調査（情報収集） 

同  ８月 ９日 第 ４ 回委員会 調査（情報収集、視察の検討） 

同  ８月２９日 第 ５ 回委員会 調査（視察先の検討） 

同  ９月２８日 視察調査（妹背牛町） 

第 ６ 回委員会 視察の振り返り 

同 １０月１２日 第 ７ 回委員会 視察結果まとめ 

同 １１月 ７日 第 ８ 回委員会 調査報告内容検討 

同 １２月１９日 第 ９ 回委員会 調査報告内容検討 

  令和６年 １月２３日 第１０回委員会 調査報告内容協議 

    同  ２月 ６日 第１１回委員会 調査報告内容協議 

同  ２月１５日 第１２回委員会 調査報告決定 

 

 

 



３．調査結果 

 平成３０年９月６日に起きた北海道胆振東部地震によるブラックアウトの経験か

ら、沼田町ではトイレトレーラーをはじめ公共施設における自家発電機の整備など、

災害時の備えが進みました。 

妹背牛町では非常時に迅速な対応をするため、災害備蓄品を１カ所で集中管理し、

飲料水や非常食なども凍結予防対策が取られています。また、役場庁舎の暖房用重油

は災害用自家発電機の燃料と兼ねており、備蓄による劣化を防ぐ工夫がされていまし

た。 

町全体が冬期間に壊滅状態に陥る規模の災害を想定すると、避難所の機能を維持す

るための時代に即した防災施設が必要であり、その後の災害関連死を防ぐ対策も求め

られます。 

以上のことから、次の意見を付して調査報告とします。 

 

（１）多目的に活用可能な防災施設 

  町民の生命財産を守る消防機能の強化は必然であり、災害時に拠点となる防災施

設には激烈な災害にも耐える強靱な司令塔機能を備えなければなりません。災害時

には避難所、日常はイベントホールなど多目的に活用可能となる施設が望まれます。 

避難所の衛生環境維持には水が不可欠で、少なくとも防災施設の上水道と施設か

ら沼田浄化センターまでの下水道設備の耐震改修工事が望まれます。 

 

（２）備蓄品の管理 

 現在沼田町では、災害備蓄品が各所において施設の空きスペースを活用して管理

されています。非常時における迅速な対応と日常の管理面から、効率的な機能を備

えた施設で管理することが望まれます。 

 

（３）安心で衛生的な避難環境の提供 

 プライバシーの確保などで避難所生活での質の向上が課題となり、令和４年４月

６日災害対策基本法の改正において避難所運営ガイドラインが示されましたが、避

難所の生活環境は改善されているようにはみえません。 

「避難所・避難生活学会」は、災害関連死の原因の多くは避難途中や避難所での

生活空間や食生活が健康を害することにあるとし、質の高い「Ｔ（トイレ）Ｋ（キ

ッチン）Ｂ（ベット）」を４８時間以内に整備すること「ＴＫＢ４８」が、関連死を

減らす重要なポイントとして訴えています。 

「災害時だからしょうがない、我慢するしかない、多少の不便は仕方ない」という

非常時特有の考え方を変革し、日頃から災害救助法を最大限に活用できる「知識、

知恵の備蓄」を望みます。 


